
 
平成２１年５月１１日 

 
 
 

長野県知事 村井 仁 様 
 

 
 

県・国の施策に関する 
 

要 望 書 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

長 野 県 市 長 会 
 
 



 
 
日頃、地方自治の推進、地域振興に格別の御高配を賜り、厚

く御礼申し上げます。 
さて、真の地方自治の確立を進める上で行財政等多くの課題

が山積する中、長野県市長会では、4 月 21 日開催の第 124 回総

会において各市から提案された別紙事項について、関係機関へ

提案・要望することを満場一致で決定いたしました。 
 つきましては、これら提案・要望事項の実現に向け、特段の

御理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 
 なお、国に対する事項につきましては、北信越市長会総会に

おいて審議し、全国市長会議を通じ、国に要望することとなっ

ておりますので、御理解のうえ御支援を賜りますよう併せてお

願い申し上げます。 
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新型インフルエンザ対策の具体的な推進について 
 
 
 新型インフルエンザ対策において、パンデミックを想定した場合、１

市町村ごとではなく、広域レベルで統一した対応が求められますが、県

において提示した市町村の行動計画を実施していくには、大きな病院と

の調整や活動範囲の広範な企業等経済活動への要請等、小規模な市町村

では対応が困難な事例が想定されることから、県において、医療機関等

の連携を含む関係者間の意見統一等、早期に具体的なインフルエンザ対

策を推進するよう要望します。 
 また、新型インフルエンザ対策に係る言わば危機管理・災害的費用に

ついては、事前対策費も含めた国・県の財政支援措置を創設するよう要

望します。 
 なお、内科医が不足する病院が発熱外来を設置する場合は、国・県に

よる医師確保の別枠での支援を行われるよう要望します。 
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市町村別農業統計データの算出及び公表の仕組みづくり

について 

 

 

 国が市町村別の農業統計データの公表を 20 年度から廃止したことで、

各市町村段階でのデータ把握ができなくなっているため、長野県におい

て、市町村別データを算出・公表していくシステムを構築されるよう要

望します。 
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国の緊急保証制度実施による市町村の保証料負担の軽減

について 
 
 
 県の制度資金においては、市町村の保証料負担が規定されていますが、

原材料価格高騰対応等緊急保証制度により、中小企業者による制度資金

の借入が増加しており、市町村の保証料の負担が増加しています。 
 市町村の財政状況も厳しいことから、保証料補給に係る市町村の負担

を軽減されるよう要望します。 
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一人ひとりに応じたきめ細やかな教育の推進について 
 
 
 発達障がい等により特別の支援を必要とする児童生徒に対し、きめ細

かな支援を行うために教職員の配置を充実するよう要望します。 
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スクールカウンセラー配置体制の充実について 
 
 
 「いじめ」、「不登校」、「学校不適応」などの問題を抱える児童生徒、

保護者、教職員へのカウンセリング機能を充実させるため、全中学校へ

スクールカウンセラーを配置するとともに小学校への配置についても検

討されるよう要望します。 
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文化財の保護・保存に要する費用に対する支援の拡充につ

いて 
 
 
 各市町村の歴史的な資産である文化財については、単に保護・保存に

留まらず地域の特色を観光面でも生かせることから、県の観光施策とも

合致するものであるため、文化財の保護・保存に対する支援の拡充を図

られるよう要望します。 
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警察官の増員について 
 
 
 長野県の警察官１名当たりの人口負担は６４６人と全国で３番目に多

く、全国平均を１４３名も上回る状況にあるが、地域の安全を確保する

ためには、大幅な警察官の増員が必要です。 
 関係市町村の意見を十分に聞いたうえで、警察署、交番・駐在所の見

直し並びに警察官の増員を行うよう強く要望します。 
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糸魚川－静岡構造線断層帯の「活断層基本図（仮称）」

の早期作成と調査研究の促進について 

 

 

 地震発生確率が高く、関係市町村において甚大な被害が想定される糸

魚川―静岡構造線断層帯の活断層については、市民の関心も高いことか

ら、早期に「活断層基本図（仮称）」を作成するよう、文部科学省（地震

調査研究推進本部）に要望する。 

 また、併せて重点観測等の研究の一層の促進も要望する。 
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衆議院(小選挙区選出)議員の選挙区の早期見直しについて 

 

 

 平成の大合併に伴い、平成２１年３月現在全国で８０を超える市区町

が複数の選挙区に分割されているが、選挙区の分割は、新市住民の一体

感を阻害するとともに選挙の管理上も負担となるため、速やかに見直し

を行うよう要望する。 
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地方財政制度の拡充強化について 

 

 

 地方自治体の積極的な施策の展開を実現するため、財政基盤の強化が

重要な課題となっていることから、国において、次の事項について、適

切な措置を講じるよう強く要望する。 

 

 

１ 雇用形態の多様化により外国人労働者や派遣労働者が増加し、短期

で住所を移動する場合など、前年所得課税では困難な事例が増えてい

ることから、市町村県民税の現年度課税の早期実施に向け具体的な検

討を進めること。 

 

２ 小中学校の耐震改築事業において、地方自治体の財政負担を軽減し、

事業を促進するため、仮設校舎のリースを起債対象とするよう制度の

拡充を図ること。 

 

３ 少子化対策の一環として、出産・子育て支援の拡充に向け国が創設

した公費負担による妊婦健診の助成並びに出産育児一時金の引き上げ

にかかる国の財政措置については、平成 22年度までの暫定措置となっ

ているが、期限終了後も市町村に財政負担を押し付けることなく、国

において、制度の継続に必要な財源を確実に措置すること。 

 

４ 水力発電施設を有する市町村に交付されている電源立地地域対策交

付金は、交付期限が３０年とされているが、発電施設は、過疎化・高

齢化が進行する中山間地域に位置している例が多く、円滑な発電施設

の運転のためには、引き続き、地域の活性化施策を進めることが望ま

しいため、当該交付金の交付期間を延長すること。 

 

５ 新型インフルエンザ対策に係る危機管理・災害的費用について、事

前対策費も含めた国の財政支援措置を創設すること。 
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地域の実態に即した雇用対策の支援について 

 

 

 疲弊した地域経済の再生を進めるため、地域の実態に即した柔軟な雇

用対策の展開が可能となるよう、国において、次のとおり支援制度の充

実を進めるとともに、雇用促進住宅の廃止方針を見直すよう要望する。 

 

 

１ 「ふるさと雇用再生特別事業」及び「緊急雇用創出事業」について

は、地域の実態に即した柔軟な雇用対策の執行が可能となるよう、事

業の実施要件の緩和または弾力的な運用等の改善により制度の拡充を

図ること。 

 

２ 失業者等に対し、適切な雇用情報を提供し、地域の雇用維持・拡大

が実現できるよう、国・県と市町村が連携し、雇用情報の共有化、相

談体制の拡充など、支援制度の充実を進めること。 

 

３ 雇用促進住宅の役割がますます重要になっている社会情勢を勘案し、

閣議決定の見直しを行い、雇用促進住宅を存続させること。また、廃

止する場合においては、次の事項について配慮すること。 

(1) 経済・雇用情勢が回復するまでの当分の間、雇用促進住宅の廃止

を延期すること。 

(2) 入居者に対し、転居のための相談窓口を整備し、入居者の理解を

得た上で廃止を進めること。 
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福祉施策の拡充について 

 
 
 児童の健全な育成を図るとともに、地域の生活弱者への支援を充実す

るため、国において、次の事項について見直しを行うよう要望する。 
 
 
１ 児童扶養手当は児童の健全育成を目的とする制度であり、母子家庭

の生活の安定と自立の促進を実現するため、他の公的年金との併給禁

止規定の見直しを行うこと。 
 
２ 児童扶養手当と他の公的年金との併給禁止規定の見直しのために相

当の時間を要する場合には、見直しが行われるまでの間、決定された

年金の一括支給に際し、児童扶養手当の既支給分との調整制度を創設

すること。 
 
３ 平成 23(2011)年 7 月の地上デジタル放送への完全移行に向け、検討

を進めている生活弱者に対するデジタル放送受信機の配布等の対策に

ついて、配布対象をすべての市町村民税非課税世帯まで拡大し、地上

デジタル放送に対する一般住民の意識高揚と生活弱者への福祉施策を

充実すること。 
 


